
令 和 ３ 年 ３ 月 ５ 日 招 集 

第１回天草市議会（定例会）議案書 

天 草 市 



令和３年第１回天草市議会（定例会）議案 

議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１号 
専決処分事項の承認について（令和２年

度天草市一般会計補正予算第１５号） 

令和３年 

３月５日 

議第２号 
専決処分事項の承認について（令和２年

度天草市一般会計補正予算第１６号） 
〃   

議第３号 
専決処分事項の承認について（令和２年

度天草市一般会計補正予算第１７号） 
〃   

議第４号 

天草市職員の特殊勤務手当に関する条

例及び天草市国民健康保険条例の一部

を改正する条例の制定について 

〃   

議第５号 
天草市新型コロナウイルス感染症対策

基金条例の制定について 
〃   

議第６号 
天草市介護保険条例の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第７号 

天草市指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例等の一部を改正する条例の制

定について 

〃   

議第８号 
天草市国民健康保険基金条例の一部を

改正する条例の制定について 
〃   

議第９号 
天草市手数料条例の一部を改正する条

例の制定について 
〃   

議第１０号 
天草市病院事業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第１１号 工事請負契約の締結について 〃   

議第１２号 工事請負契約の締結について 〃   

議第１３号 工事請負契約の締結について 〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１４号 新市建設計画の変更について 
令和３年 

３月５日 

議第１５号 
指定管理者の指定について（本渡南地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第１６号 
指定管理者の指定について（本渡北地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第１７号 
指定管理者の指定について（亀場地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第１８号 
指定管理者の指定について（枦宇土地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第１９号 
指定管理者の指定について（志柿地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２０号 
指定管理者の指定について（志柿町瀬戸

地区コミュニティセンター） 
〃   

議第２１号 
指定管理者の指定について（下浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２２号 
指定管理者の指定について（楠浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２３号 
指定管理者の指定について（本町地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２４号 
指定管理者の指定について（佐伊津地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第２５号 
指定管理者の指定について（宮地岳地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第２６号 
指定管理者の指定について（牛深地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２７号 
指定管理者の指定について（久玉地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２８号 
指定管理者の指定について（魚貫地区コ

ミュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第２９号 
指定管理者の指定について（深海地区コ

ミュニティセンター） 

令和３年 

３月５日 

議第３０号 
指定管理者の指定について（二浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３１号 
指定管理者の指定について（楠甫地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３２号 
指定管理者の指定について（大浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３３号 
指定管理者の指定について（須子地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３４号 
指定管理者の指定について（赤崎地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３５号 
指定管理者の指定について（上津浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３６号 
指定管理者の指定について（下津浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３７号 
指定管理者の指定について（島子地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３８号 
指定管理者の指定について（御所浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３９号 
指定管理者の指定について（御所浦南地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第４０号 
指定管理者の指定について（牧島地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４１号 
指定管理者の指定について（御所浦北地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第４２号 
指定管理者の指定について（嵐口地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４３号 
指定管理者の指定について（浦地区コミ

ュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第４４号 
指定管理者の指定について（棚底地区コ

ミュニティセンター） 

令和３年 

３月５日 

議第４５号 
指定管理者の指定について（宮田地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４６号 
指定管理者の指定について（栖本地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４７号 
指定管理者の指定について（小宮地地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第４８号 
指定管理者の指定について（宮南地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４９号 
指定管理者の指定について（大宮地地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５０号 
指定管理者の指定について（大多尾地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５１号 
指定管理者の指定について（中田地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５２号 
指定管理者の指定について（碇石地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５３号 
指定管理者の指定について（御領地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５４号 
指定管理者の指定について（大島地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５５号 
指定管理者の指定について（鬼池地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５６号 
指定管理者の指定について（二江地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５７号 
指定管理者の指定について（手野地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５８号 
指定管理者の指定について（城河原地区

コミュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第５９号 
指定管理者の指定について（福連木地区

コミュニティセンター） 

令和３年 

３月５日 

議第６０号 
指定管理者の指定について（下田北地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第６１号 
指定管理者の指定について（下田南地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第６２号 
指定管理者の指定について（高浜地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６３号 
指定管理者の指定について（大江地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６４号 
指定管理者の指定について（新合地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６５号 
指定管理者の指定について（一町田地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第６６号 
指定管理者の指定について（富津地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６７号 
指定管理者の指定について（宮野河内地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第６８号 
指定管理者の指定について（天草市総合

交流ターミナル施設ユメール） 
〃   

議第６９号 
指定管理者の指定について（天草市イル

カセンター） 
〃   

議第７０号 市道路線の廃止について    

議第７１号 財産の取得について 〃   

議第７２号 
令和２年度天草市一般会計補正予算（第

１８号） 
〃   

議第７３号 
令和２年度天草市病院事業会計補正予

算（第４号） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第７４号 令和３年度天草市一般会計予算 
令和３年 

３月５日 

議第７５号 
令和３年度天草市国民健康保険特別会

計予算 
〃   

議第７６号 
令和３年度天草市介護保険特別会計予

算 
〃   

議第７７号 
令和３年度天草市後期高齢者医療特別

会計予算 
〃   

議第７８号 
令和３年度天草市浄化槽市町村整備推

進事業特別会計予算 
〃   

議第７９号 
令和３年度天草市国民健康保険診療施

設特別会計予算 
〃   

議第８０号 
令和３年度天草市歯科診療所特別会計

予算 
〃   

議第８１号 
令和３年度天草市斎場事業特別会計予

算 
〃   

議第８２号 
令和３年度天草市一町田財産区特別会

計予算 
〃   

議第８３号 
令和３年度天草市新合財産区特別会計

予算 
〃   

議第８４号 令和３年度天草市病院事業会計予算 〃   

議第８５号 令和３年度天草市水道事業会計予算 〃   

議第８６号 令和３年度天草市下水道事業会計予算 〃   
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議第１号 

   専決処分事項の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２年度天草市

一般会計補正予算（第１５号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求め

る。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 

- 8 -



天草市専決第１号 

専 決 処 分 書 

令和２年度天草市一般会計補正予算（第１５号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

令和３年１月５日 

天草市長職務代理者      

天草市副市長 金子 邦彦   

 （専決処分の理由） 

 市長の死去に伴う天草市長選挙等に要する経費について、その予算措置に急を要するが、議

会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

- 9 -



令和２年度天草市一般会計補正予算（第１５号） 

令和２年度天草市の一般会計補正予算（第１５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 74,208 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 68,404,848 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

-
 
1
0
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

19 繰入金 2,265,426 74,208 2,339,634

2 基金繰入金 2,265,426 74,208 2,339,634

66,065,214 66,065,214

68,330,640 74,208 68,404,848

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 10,865,517 74,208 10,939,725

1 総務管理費 10,175,857 14,355 10,190,212

5 選挙費 27,104 59,853 86,957

57,465,123 57,465,123

68,330,640 74,208 68,404,848

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
1
1
 
-



議第２号 

   専決処分事項の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２年度天草市

一般会計補正予算（第１６号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求め

る。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 
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天草市専決第２号 

専 決 処 分 書 

令和２年度天草市一般会計補正予算（第１６号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

令和３年１月２１日 

天草市長職務代理者      

天草市副市長 金子 邦彦   

 （専決処分の理由） 

 令和２年７月豪雨並びに令和２年台風第９号及び第１０号に伴う災害復旧費等について、そ

の予算措置に急を要するが、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第

１項の規定により専決処分する。 
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令和２年度天草市一般会計補正予算（第１６号） 

令和２年度天草市の一般会計補正予算（第１６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 134,091 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 68,538,939 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

-
 
1
4
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 17,944,464 52,893 17,997,357

1 国庫負担金 5,966,492 52,893 6,019,385

16 県支出金 4,517,074 28,336 4,545,410

2 県補助金 1,710,750 28,336 1,739,086

19 繰入金 2,339,634 4,562 2,344,196

2 基金繰入金 2,339,634 4,562 2,344,196

22 市債 6,181,200 48,300 6,229,500

1 市債 6,181,200 48,300 6,229,500

37,422,476 37,422,476

68,404,848 134,091 68,538,939

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

-
 
1
5
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

7 土木費 4,367,759 46,673 4,414,432

3 河川費 231,673 46,673 278,346

10 災害復旧費 1,764,215 87,418 1,851,633

1 農林水産施設災害復旧費 407,303 35,288 442,591

2 公共土木施設災害復旧費 1,332,337 45,647 1,377,984

3 文教施設災害復旧費 20,075 6,483 26,558

62,272,874 62,272,874

68,404,848 134,091 68,538,939

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
1
6
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

　７　土木費 　３　河川費 46,673

１０　災害復旧費 　１　農林水産施設災害復旧費 7,000

28,288

　３　文教施設災害復旧費 6,483

２　変　更 （単位：千円）

金額 金額

１０ 災害復旧費 　１　公共土木施設災害復旧費 905,852 951,499

款 項 事　　　業　　　名

現年発生補助災害復旧事業
（公共土木施設）

補正前に同じ

款 項
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

事　　　業　　　名 事　　　業　　　名

金　額

河川等災害関連事業

現年発生単独災害復旧事業（漁港漁場施設）

現年発生補助災害復旧事業（漁港漁場施設）

現年発生補助災害復旧事業（公立学校施設）

-
 
1
7
 
-



第３表　地方債補正

１　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

　河川整備事業 84,500
証書借入
又は
証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合にはその債権者と
協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換
えすることができ
る。

101,900
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

　災害復旧事業 764,100 〃 〃 〃 795,000 〃 〃 〃

起債の目的
補 正 前 補 正 後

-
 
1
8
 
-



議第３号 

   専決処分事項の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２年度天草市

一般会計補正予算（第１７号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求め

る。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 
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天草市専決第３号 

専 決 処 分 書 

令和２年度天草市一般会計補正予算（第１７号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

令和３年２月９日 

天草市長職務代理者      

天草市副市長 金子 邦彦   

 （専決処分の理由） 

 新型コロナウイルスワクチンの接種等に係る経費について、その予算措置に急を要するが、

議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分す

る。 
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令和２年度天草市一般会計補正予算（第１７号） 

令和２年度天草市の一般会計補正予算（第１７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 20,108千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 68,559,047千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

-
 
2
1
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 17,997,357 20,108 18,017,465

1 国庫負担金 6,019,385 18,702 6,038,087

2 国庫補助金 11,963,229 1,406 11,964,635

50,541,582 50,541,582

68,538,939 20,108 68,559,047

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

4 衛生費 6,314,241 20,108 6,334,349

1 保健衛生費 1,013,190 20,108 1,033,298

62,224,698 62,224,698

68,538,939 20,108 68,559,047

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
2
2
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

　４　衛生費 　１　保健衛生費 29,274

18,702新型コロナウイルスワクチン接種事業

款 項 事　　　業　　　名 金　額

新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業

-
 
2
3
 
-



議第４号 

天草市職員の特殊勤務手当に関する条例及び天草市国民健康保険条例の一部を改正する

条例の制定について 

天草市職員の特殊勤務手当に関する条例及び天草市国民健康保険条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

天草市職員の特殊勤務手当に関する条例及び天草市国民健康保険条例の一部を改正する

条例 

 （天草市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 天草市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年天草市条例第４８号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第３項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第

１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝

染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。 

 （天草市国民健康保険条例の一部改正） 

第２条 天草市国民健康保険条例（平成１８年天草市条例第１４５号）の一部を次のように改

正する。 

  附則第５項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第

１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症」を「新型コロナウイルス感染症（病原体が

ベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健

機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感

染症をいう。以下同じ。）」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（提案理由） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法律第５号）の施

行に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第５号 

   天草市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の制定について 

 天草市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を次のように制定するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

天草市新型コロナウイルス感染症対策基金条例 

（設置） 

第１条 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令

和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有すること

が新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）に関する対策の経費の財源に充 

てるため、天草市新型コロナウイルス感染症対策基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編入するも

のとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定

めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 市長は、第１条に規定する目的の財源に充てる場合に限り、基金の全部又は一部を処

分することができる。 
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 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

 新型コロナウイルス感染症対策基金を創設するため、条例を制定する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第６号 

天草市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

天草市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

天草市介護保険条例の一部を改正する条例 

 天草市介護保険条例（平成１８年天草市条例第１４７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「平成３０年度から令和２年度」を「令和３年度から令和５年度」に改め、

同条第２項から第４項までの規定中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各年

度」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の天草市介護保険条例の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料

について適用し、令和２年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（提案理由） 

介護保険の保険料率は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２９条第２項の規定に

より、条例で定める必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第７号 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

等の一部を改正する条例の制定について 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例等の

一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

等の一部を改正する条例 

（天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１条 天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２４年天草市条例第４４号）の一部を次のように改める。 

目次中「共生型地域密着型通所介護に関する基準」を「共生型地域密着型サービスに関す

る基準」に、「この款の趣旨及び基本方針」を「この節の趣旨及び基本方針」に、「第１１

章 委任（第２３０条）」を「第１１章 雑則（第２３０条・第２３１条）」に改める。 

第３条中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な

体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当たっては、

法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切

かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第６条第４項中「専ら」を「、専ら」に改め、同条第５項中「場合は」を「ときは」に改

め、同項第１号中「をいう」の次に「。第４７条第４項第１号において同じ」を加え、同項

第２号中「をいう」の次に「。第４７条第４項第２号において同じ」を加え、同項第３号中 
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「をいう」の次に「。第４７条第４項第３号において同じ」を加え、同項第４号中「をいう」 

の次に「。第４７条第４項第４号において同じ」を加え、同項第５号中「をいう。」の次に

「第４７条第４項第５号、」を加え、同項第６号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第

６号、」を加え、同項第７号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第７号、」を加え、同

項第８号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第８号及び」を加える。 

  第３１条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第３２条に次の１項を加える。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

第３２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３２条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症や非常災害の発生

時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条におい

て「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行

い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

  第３３条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防及びまん延
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の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「

テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をおおむね

６月に１回以上開催するとともに、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者に周知徹底を図ること。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための指針を整備すること。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に実施すること。 

  第３４条に次の１項を加える。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する重要事項を記載した

書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつ 

でも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

  第３９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項、第７５条第１項及び第１１６条にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について

当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

  第４０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４０条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の発生又はその再発

を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者に周知徹底を図ること。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止のための指針

を整備すること。 

 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
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  第４７条第１項第１号中「専ら」及び「とする。」を削り、同号ただし書を削り、同項第

２号中「とする。」を削り、同項第３号中「専ら」及び「とする。」を削り、同号ただし書

を削り、同条に次の５項を加える。 

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内

の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又は

利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等がある場合

において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項本文の規定にかかわら

ず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

 指定短期入所生活介護事業所 

 指定短期入所療養介護事業所 

 指定特定施設 

 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

 指定地域密着型特定施設 

 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 指定介護老人福祉施設 

 介護老人保健施設 

 指定介護療養型医療施設 

 介護医療院 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる者

でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介

護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事することができる。 

６ 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセンターサービスの提

供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にかかわらず、オペレーターは、

随時訪問サービスに従事することができる。 

７ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合において、当該
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指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時訪問サービスの提供に支障がないと

きは、第１項の規定にかかわらず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないこと

ができる。 

  第５５条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５６条第２項ただし書中「随時訪問サービスについては」を「指定夜間対応型訪問介護

事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に提供する体制を構築しており」に、「

との連携」を「又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（以下この項において「

指定訪問介護事業所等」という。）との密接な連携」に、「当該他の指定訪問介護事業所の

訪問介護員等」を「市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、指定夜間対応

型訪問介護の事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業所等の従業者」に改め、同条第３項

を次のように改める。 

 ３ 前項本文の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスについては、市長が地

域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複数の指定夜間対応型訪問介護事業所の

間の契約に基づき、当該複数の指定夜間対応型訪問介護事業所が密接な連携を図ることに

より、一体的に利用者又はその家族等からの通報を受けることができる。 

  第５６条に次の１項を加える。 

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を確保する観

点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより夜間対応型訪問介護従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第５７条に次の１項を加える。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同

一の建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪問介護を提供する場合には、当該建

物に居住する利用者以外の者に対しても、指定夜間対応型訪問介護の提供を行うよう努め

なければならない。 

  第５９条中「第３３条から」を「第３２条の２から」に、「、第４０条及び第４１条」を 

「及び第４０条から第４１条まで」に、「第３３条及び第３４条」を「第３２条の２第２項、 

第３３条第１項並びに第３項第１号及び第３号、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号

及び第３号」に改める。 
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  第７０条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第７１条第３項に後段として次のように加える。 

 その際、指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地密着型通所介護従業者（看護師、

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修

を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第７１条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の提供を確保する観

点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型通所介護従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第７３条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たっては、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

  第７４条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「次に掲げる措置を講じな

ければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、地域密着型通所介護

従業者に周知徹底を図ること。 

 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護従業者に対し、感

染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

  第７５条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について

当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

  第７８条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」の次に「、第４

０条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに
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第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と」を削る。 

  第７８条の２中「児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づく指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準」を「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準」に、「児童福祉法第７条第２項」を「児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第７条第２項」に改める。 

  第７８条の３前段中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」の次に

「、第４０条の２」を加え、「及び第６０条」を「、第６０条」に、「、第６３条第４項」

を「及び第６３条第４項」に改め、同条後段中「。第３４条」を「。第３４条第１項」に、

「第３４条中」を「第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第

３号中」に、「及び第７１条第３項」を「、第７１条第３項及び第４項並びに第７４条第２

項第１号及び第３号」に改める。 

  第９２条中「次に」を「、次に」に改め、同条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次

の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第９４条第１項中「安全・サービス提供管理委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）」を加える。 

  第９６条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」の次に「、第４

０条の２」を加え、「第３項第 号」を「第３項第２号」に、「第３４条中」を「第３２条

の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第３４条第１項中」に、「

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第７

１条第３項」を「第７１条第３項及び第４項並びに第７４条第２項第１号及び第３号」に改

める。 

  第１０１条第１項中「又は施設」の次に「（第１０３条第１項において「本体事業所等」

という。）」を加える。 

  第１０２条第２項中「第１１１条第７項」の次に「、第１３８条第９項」を加える。 

  第１０３条第１項ただし書を次のように改める。 

   ただし、当該管理者は、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内
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にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとするほか、当該共用型指

定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事

業所等の職務に従事することができるものとする。 

  第１０７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１０９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」の次に「、第

４０条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並び

に第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」を「第７１条第３項及び第４項並びに第７４条第２項第１号及び第３号中「

地域密着型通所介護従業者」に改める。 

  第１１１条第６項の表中「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「、指定介護老人福

祉施設、介護老人保健施設」を加え、「、指定認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人

福祉施設又は介護老人保健施設」を「又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改める。 

  第１１２条第３項中「、指定複合型サービス事業」を「、指定複合型サービス事業所」に、

「所等の」を「等の」に、「第１３９条第２項」を「第１３９条第３項」に改める。 

  第１１６条中「召集して行う会議」を「招集して行う会議（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」に改める。 

  第１２９条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１３０条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情

により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると市が認

めた場合は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、市が認めた日から市町村介護保険事

業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この項にお

いて同じ。）の終期まで（市が次期の市町村介護保険事業計画を作成するに当たって、新

規に代替サービスを整備するよりも既存の指定小規模多機能型居宅介護事業所を活用する

ことがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の市町村介護保険事業計画の終期

まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小

規模多機能型居宅介護の提供を行うことができる。 
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  第１３６条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」を「から第

４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項

並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第７１

条第３項」の次に「及び第４項並びに第７４条第２項第１号及び第３号」を加える。 

  第１３８条第１項中「）をいう」の次に「。以下この項において同じ」を加え、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３であ

る場合であり、かつ、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従業者が円

滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当

該指定認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確

保されていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介

護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介

護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 

第１３８条第５項中「共同生活住居」を「指定認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、 

同条第１０項中「第９項」を「第１０項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項

を第１０項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所（

指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医

療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指定認知症対応型共同生活介護

事業者により設置される当該指定認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応

型共同生活介護事業所であって当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定認 

知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」 

という。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護

支援専門員である計画作成担当者に代えて、第６項の別に厚生労働大臣が定める研修を修

了している者を置くことができる。 

  第１３９条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型

指定認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事業所にお

ける共同生活住居の管理者をもって充てることができる。 
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  第１４１条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定認知症対応型共同生活

介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削る。 

  第１４５条第７項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）」を加え、同条第８項中「外部の者による」を「次に掲げるいずれか

の」に改め、同項に次の各号を加える。 

 外部の者による評価 

 第１５６条において準用する第７５条第１項に規定する運営推進会議における評価 

  第１４９条中「指定地域密着型サービス」の次に「（サテライト型指定認知症対応型共同 

生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。）」

を加える。 

  第１５０条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１５１条第３項に後段として次のように加える。 

 その際、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看護師、准看護

師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第１５１条に次の１項を加える。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護の提供

を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第１５６条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」を「から第

４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項

並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を削り、「第７章第４節」と」の次に

「、第７４条第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従

業者」と」を加える。 

  第１６５条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）」を加える。 
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  第１７２条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１７３条第４項に後段として次のように加える。 

 その際、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、全ての地域密着型特定施設

従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第１７３条に次の１項を加える。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型特

定施設従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

第１７６条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」を「から第

４１条まで」に、「第３４条中「定期巡回・随時対応型介護看護従業者」を「第３２条の２

第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」に改め、「第８章第４節」と」の次に「、第７４条第２項第１号及び第

３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と」を、「

２月」と」の次に「、第１２８条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「地域密

着型特定施設従業者」と」を加える。 

  第１７８条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることにより当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することができる場合であって、入 

所者の処遇に支障がないときは、第４号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

第１７８条第１項第４号を次のように改める。 

 栄養士又は管理栄養士 １以上 

  第１７８条第３項ただし書を次のように改める。 

   ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

  第１７８条第４項中「第１４項、第１７８条第１項第６号」を「第１５項、次条第１項第

６号」に改め、同条第８項各号列記以外の部分中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」
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を加え、同項第１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士」に改め、同

項第２号から第４号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加え、同条中

第１４項を第１５項とし、第１３項を第１４項とし、第１２項を第１３項とし、第１１項の

次に次の１項を加える。 

 １２ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定地域密着型通所介護事業所又は併設型指定認

知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定地域密着型介護予防サービス基準条

例第５条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所

が併設される場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士若しくは管理

栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことができる。 

第１８４条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）」を加える。 

第１８５条第６項中「召集して行う会議」を「招集して行う会議（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この項において「

入所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該入

所者等の同意を得なければならない。）」に改める。 

  第１９０条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第１９０条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を

図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計

画的に行わなければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第１９０条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健康の保持を図り、

自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状

態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

  第１９５条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１９６条第３項に後段として次のように加える。 

 その際、指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者
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その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

  第１９６条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１９８条第２項中「次の各号に」を「次に」に改め、同項第１号中「委員会」の次に「

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「

研修」の次に「並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

第２０２条第１項中「次の各号に定める」を「次に掲げる」に改め、同項第３号中「委員

会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加え、同

項に次の１号を加える。 

 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  第２０４条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に「、第４０

条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第

４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削る。 

  第２０７条第１項第１号ア中「おおむね１０人以下としなければならない」を「原則とし

ておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、同号ア（ウ）を次のよ

うに改める。 

    (ウ)  一の居室の床面積は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、（

ア）ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とすること。 

  第２０９条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）」を加える。 

  第２１３条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第２１４条第４項に後段として次のように加える。 

   その際、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格
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を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受

講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第２１４条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者

の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

第２１６条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に「、第４０

条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第

４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削り、「及び第５号」を「、第５号及び第７号」

に改める。 

第２２９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」を「から第

４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項

並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第

７１条中」を「第７１条第３項及び第４項並びに第７４条第２項第１号及び第３号中」に改

める。 

「第１１章 委任」を「第１１章 雑則」に改める。 

  第２３０条を第２３１条とし、第１１章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第２３０条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。） 

で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１２条第１項（第５９条、第７８条、 

第７８条の３、第９６条、第１０９条、第１３６条、第１５６条、第１７６条、第２０４

条、第２１６条及び前条において準用する場合を含む。）、第１４３条第１項、第１６３

条第１項及び第１８２条第１項（第２１６条において準用する場合を含む。）並びに次項
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に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことが

できる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、交付、 

説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、 

この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、 

当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法

その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

 （天草市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第２条 天草市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年天草市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第５章 委任（第９０条）」を「第５章 雑則（第９０条・第９１条）」に改め

る。

第２条第１号中「第８条の２第１４項」を「第８条の２第１２項」に改める。 

第３条中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、 

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービスを提供す

るに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第８条第１項中「又は施設」の次に「（第１０条第１項において「本体事業所等」とい 

う。）」を加える。 

第９条第２項中「第４４条第７項」の次に「及び第７０条第９項」を加える。 

第１０条第１項ただし書を次のように改める。 

 ただし、当該管理者は、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障 

がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、

又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとするほか、
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当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷 

地内にある他の本体事業所等の職務に従事することができるものとする。 

第２７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２８条第３項に後段として次のように加える。 

 その際、指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、全ての介護予防認知症対応型通

所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症

介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第２８条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対応型通所介

護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護予防認知症対応型

通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

第２８条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

 第２８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害の発生時に

おいて、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通所介護従業者に

対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３０条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たっては、

地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 
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第３１条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「次に掲げる措置を講じな

ければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月

に１回以上開催するとともに、その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業

者に周知徹底を図ること。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通所

介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

第３２条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する重要事項を記載した書面

を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第３７条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３７条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催するとともに、その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知

徹底を図ること。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための指針を整

備すること。 

 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通所

介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも
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のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項及び第４９条において「利用者等」と

いう。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意

を得なければならない。）」を加える。 

第４４条第６項の表中「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「、指定介護老人福祉

施設、介護老人保健施設」を加え、「、指定認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人福

祉施設又は介護老人保健施設」を「又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改め、同条第 

７項中「（以下」の次に「この章において」を加え、同条第１０項中「第８条の２第１８項」

を「第８条の２第１６項」に改める。 

第４５条第３項中「第７１条第２項」を「第７１条第３項」に改める。 

第４９条中「召集して行う会議」を「招集して行う会議（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」に改める。 

第５７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５８条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情

により当該地域における指定介護予防小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要である

と市が認めた場合は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、市が認めた日から 

市町村介護保険事業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。 

以下この項において同じ。）の終期まで（市が次期の市町村介護保険事業計画を作成する

に当たって、新規に代替サービスを整備するよりも既存の指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所を活用することがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の市町村

介護保険事業計画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの

利用定員を超えて指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供を行うことができる。 

第６４条中「第３１条から第３６条まで、第３７条（第４項を除く。）から第３９条まで」 

を「第２８条の２及び第３１条から第３９条まで（第３７条第４項を除く。）」に改め、「

規程」と、」の次に「同項、第２８条第３項及び第４項、第２８条の２第２項、第３１条第

２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３号中」を加え、

「、第２８条第３項及び第３２条中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「

介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削る。 
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第７０条第１項中「）をいう」の次に「。以下この項において同じ」を加え、同項に次の

ただし書を加える。 

ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数

が３である場合であり、かつ、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従

業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であ

って、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利

用者の安全性が確保されていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の

時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上

とすることができる。 

第７０条第５項中「共同生活住居」を「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」 

に改め、同条第１０項中「第９項」を「第１０項」に改め、同項を同条第１１項とし、同 

条中第９項を第１０項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業

等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業者により設置される当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所以外の指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって当該指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定介護予防認知症対応型共同生活介護の

提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」という。）との密接な連

携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護支援専門員である計画作

成担当者に代えて、第６項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了している者を置くこと

ができる。 

第７１条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事

業所における共同生活住居の管理者をもって充てることができる。 

第７３条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削る。 

第７７条第３項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
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きるものとする。）」を加える。 

第７８条中「地域密着型介護予防サービス」の次に「（サテライト型指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を除く。）」を加える。 

第７９条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

 第８０条第３項に後段として次のように加える。 

  その際、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看護師、 

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修

を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第８０条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対応型共

同生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の

就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。 

第８５条前段中「第２６条」の次に「、第２８条の２」を加え、「、第３７条（第４項を

除く。）、第３８条、第３９条（第５項」を「から第３９条まで（第３７条第４項及び第３

９条第５項」に改め、同条後段中「第８０条」を「第７９条」に改め、「規程」と、」の次

に「同項第２８条の２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第

３７条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３２条中「介護予防認知症対応型通所介護

従業者」とあるのは「介護従業者」と」を削る。 

第８６条第２項中「外部の者による」を「次に掲げるいずれかの」に改め、同項に次の各

号を加える。 

 外部の者による評価 

 前条において準用する第３９条第１項に規定する運営推進会議における評価 

 「第５章 委任」を「第５章 雑則」に改める。 

第９０条を第９１条とし、第５章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 
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第９０条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービスの

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定におい

て書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１４条第１項（第６

４条及び第８５条において準用する場合を含む。）及び第７５条第１項並びに次項に規定 

するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、 

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービスの提供に

当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」とい 

う。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）による

ことができる。 

（天草市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 天草市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年天草市条例第２

７号）に一部を次のように改正する。 

「第６章 基準該 

第７章 雑則（ 

当介護予防支援に関する基準（第３５条） 

第３６条）              」 

第４条に次の２項を加える。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならな

い。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、法第１１８条

の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

目次中「第６章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３５条）」を

に改める。 
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うよう努めなければならない。 

第２０条中「として次に掲げる事項」を削り、同条中第６号を第７号とし、第５号の次に

次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２１条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２１条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２１条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に

対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 第２３条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２３条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所において感染症が

発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」と

いう。）を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を

整備すること。 

 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予防及びまん延の
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防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２４条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載した書面を当該指定介護予

防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

同項の規定による掲示に代えることができる。 

第２９条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第２９条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するととも

に、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のための研修を

定期的に実施すること。 

 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 第３３条第９号中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が

参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

ばならない。）」を加える。 

本則に次の１章を加える。 

第７章 雑則 

（電磁的記録等） 

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、作成、保存

その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場合を含む。）及び

第３３条第２６号（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式
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その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交付、説明、同意、 

承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手

方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

（天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成３

０年天草市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

「第４章 基準該 

第５章 雑則（ 

当居宅介護支援に関する基準（第３３条） 

第３４条）             」  

第４条第４項中「平成１７年法律第１２３条」を「平成１７年法律第１２３号」に改め、

同条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならな

い。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第１１８条

の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めなければならない。 

第６条第２項中「主任介護支援専門員」の次に「（以下この項において「主任介護支援専

門員」という。）」を加え、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合

については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を前項に規定する管理者と

することができる。 

第７条第２項中「できること等」を「できること、前６月間に当該指定居宅介護支援事業

所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与

及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付

目次中「第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３３条）」を

に改める。
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けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所にお

いて作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指

定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める

割合等」に改める。 

第１６条第９号中「召集して行う会議」を「招集して行う会議（テレビ電話装置その他の

情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加する

場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならな

い。）」に改め、同条第１４号中「医師若しくは歯科医師」を「医師等」に改め、同条中第

２９号を第３０号とし、第２３号から第２８号までを１号ずつ繰り下げ、同条第２２号中「

医師又は歯科医師」を「医師等」に改め、同号を同条第２３号とし、同条中第２１号を第２

２号とし、第２０号を第２１号とし、第１９号の次に次の１号を加える。 

 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サ

ービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る居宅介護サービス費、特例居宅

介護サービス費、地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下

この号において「サービス費」という。）の総額が法第４３条第２項に規定する居宅介

護サービス費等区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス

費がサービス費の総額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であっ

て、かつ、市町村からの求めがあった場合には、当該指定居宅介護支援事業所の居宅サ

ービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等

を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないこと。 

第２１条中「第２５条」を「第２５条第１項」に改め、同条中第６号を第７号とし、第５

号の次に次の１号を加える。 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２２条に次の１項を加える。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２２条の次に次の１条を加える。 
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（業務継続計画の策定等） 

第２２条の２ 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に

対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

第２４条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２４条の２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において感染症が

発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおお

むね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底

を図ること。 

 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を

整備すること。 

 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びま

ん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２５条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載した書面を当該指定居宅介

護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

同項の規定による掲示に代えることができる。 

第３０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３０条の２ 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テ
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レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するととも

に、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の防止のための

研修を定期的に実施すること。 

 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

本則に次の１章を加える。 

第５章 雑則 

（電磁的記録等） 

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作成、保存

その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場合を含む。）及び

第１６条第２７号（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交付、説明、同意、 

承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手

方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

附則第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め、「（平成１１

年厚生省令第３６号）」を削る。 

附則に次の１項を加える。 

 ３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「第６条第２項」

とあるのは「令和３年３月３１日までに法第４６条第１項の指定を受けている事業所（基

準該当居宅介護支援の事業を行う事業所にあっては、同日において当該事業を行っている

事業所）であって、同日において当該事業所における第６条第１項に規定する管理者（以
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下この項において「管理者」という。）が介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ

（３）に規定する主任介護支援専門員でないものについては、第６条第２項」と、「介護

支援専門員（介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支

援専門員を除く。）を第６条第１項に規定する」とあるのは「引き続き、同日における管

理者である介護支援専門員を」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 第４条中天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例附

則第２項の改正規定及び同条例附則に１項を加える改正規定 公布の日 

 第４条中天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例第

１６条第１９号の次に１号を加える改正規定 令和３年１０月１日 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和６年３月３１日までの間、第１

条の規定による改正後の天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第３条第３項及び

第４０条の２（新地域密着型サービス基準条例第５９条、第７８条、第７８条の３、第９６

条、第１０９条、第１３６条、第１５６条、第１７６条、第２０４条、第２１６条及び第２

２９条において準用する場合を含む。）、第２条の規定による改正後の天草市指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新地域

密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３条第３項及び第３７条の２（新地域密着

型介護予防サービス基準条例第６４条及び第８５条において準用する場合を含む。）、第３

条の規定による改正後の天草市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新

指定介護予防支援等基準条例」という。）第４条第５項及び第２９条の２（これらの規定を

新指定介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）並びに第４条の規

定による改正後の天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条

例（以下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第４条第５項及び第３０条の２（こ

れらの規定を新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。）の規
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定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなけれ

ば」とし、新地域密着型サービス基準条例第３１条、第５５条、第７０条（新地域密着型サ

ービス基準条例第７８条の３において準用する場合を含む。）、第９２条、第１０７条、第

１２９条（新地域密着型サービス基準条例第２２９条において準用する場合を含む。）、第

１５０条、第１７２条、第１９５条及び第２１３条、新地域密着型介護予防サービス基準条

例第２７条、第５７条及び第７９条、新指定介護予防支援等基準条例第２０条（新指定介護

予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）並びに新指定居宅介護支援等 

基準条例第２１条（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。） 

の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措

置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」と

あるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第３２条の２（

新地域密着型サービス基準条例５９条、第７８条、第７８条の３、第９６条、第１０９条、

第１３６条、第１５６条、第１７６条、第２０４条、第２１６条及び第２２９条において準

用する場合を含む。）、新地域密着型介護予防サービス基準条例第２８条の２（新地域密着

型介護予防サービス基準条例第６４条及び第８５条において準用する場合を含む。）、新指

定介護予防支援等基準条例第２１条の２（新指定介護予防支援等基準条例第３５条において

準用する場合を含む。）及び新指定居宅介護支援等基準条例第２２条の２（新指定居宅介護

支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これら

の規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」

とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努

めるものとする」とする。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等における感染症の予防及びまん延の防止

のための措置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第３３条第３項

（新地域密着型サービス基準条例第５９条において準用する場合を含む。）及び第７４条第

２項（新地域密着型サービス基準条例第７８条の３、第９６条、第１０９条、第１３６条、

第１５６条、第１７６条及び第２２９条において準用する場合を含む。）、新地域密着型介

護予防サービス基準条例第３１条第２項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６４条
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及び第８５条において準用する場合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第２３条の

２（新指定介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）並びに新指定

居宅介護支援等基準条例第２４条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるの

は、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第７１条第３項

（新地域密着型サービス基準条例第７８条の３、第９６条、第１０９条、第１３６条及び第

２２９条において準用する場合を含む。）、第１５１条第３項、第１７３条第４項、第１９

６条第３項及び第２１４条第４項並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第２８条第

３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６４条において準用する場合を含む。）及

び第８０条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講ずるよう努めなければ」とする。 

（栄養管理に係る経過措置） 

６ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第１９０条の２

（新地域密着型サービス基準条例第２１６条において準用する場合を含む。）の規定の適用 

については、新地域密着型サービス基準条例第１９０条の２中「行わなければ」とあるのは、

「行うよう努めなければ」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

７ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第１９０条の３

（新地域密着型サービス基準条例第２１６条において準用する場合を含む。）の規定の適用 

については、新地域密着型サービス基準条例第１９０条の３中「行わなければ」とあるのは、

「行うよう努めなければ」とする。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に

係る経過措置） 

８ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第１９８条第２

項第３号（新地域密着型サービス基準条例第２１６条において準用する場合を含む。）の規

定にかかわらず、指定地域密着型介護老人福祉施設は、その従業者に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びま

ん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 
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（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

９ 施行日から起算して６月を経過する日までの間、新地域密着型サービス基準条例第２０２

条第１項（新地域密着型サービス基準条例第２１６条において準用する場合を含む。）の規

定の適用については、同項中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から 

第３号までに掲げる措置を講ずるとともに、第４号に掲げる措置を講ずるよう努めなければ」

とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

１０ 施行日から当分の間、新地域密着型サービス基準条例第２０７条第１項第１号ア（イ）

の規定に基づき入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設は、新地域密着型サービス基準条例第１７８条第１項第３号ア及び第２１４

条第２項の基準を満たすほか、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における夜間及

び深夜を含めた介護職員並びに看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置する

よう努めるものとする。 

１１ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この条

例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、第１条

の規定による改正前の天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例第２０７条第１項第１号ア（ウ）ｂの規定の要件を満たしているものにつ

いては、なお従前の例による。 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令

和３年厚生労働省令第９号）の施行に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８号 

天草市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例の制定について 

天草市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

天草市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例 

 天草市国民健康保険基金条例（平成１８年天草市条例第７８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第６条第１号中「、老人保健拠出金及び介護納付金」を「及び国民健康保険事業費納付金」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

天草市国民健康保険基金を国民健康保険事業費納付金に充てるため、条例を改正する必要が

ある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第９号 

   天草市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治 

天草市手数料条例の一部を改正する条例 

天草市手数料条例（平成１８年天草市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１２７号を同条第１２８号とし、同条第４８号から第１２６号までを１号ずつ繰り

下げ、同条第４７号の次に次の１号を加える。 

(48) 道路位置指定証明手数料 ３００円 

別表第７中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第７（第２条関係） 

低炭素建築物新築等計画に関する認定申請又は変更認定申請手数料 

区分 手数料の額 

認定申請 変更認定申請 

 一戸建て

の住宅又は

一戸建ての

住宅以外の

建築物の住

宅部分 

適合証、設計

住宅性能評価

書又はこれに

相当するもの

として市長が

定めるものが

添付された場

合 

一戸建ての住宅 ６，０００円 ３，０００円

一戸建て

の住宅以

外の建築

物の住宅

部分 

申請住戸数が

１戸の場合 

６，０００円 ３，０００円

申請住戸数が

２戸から５戸

までの場合 

１２，０００円 ６，０００円

申請住戸数が

６戸から１０

戸までの場合 

２０，０００円 １０，０００円

申請住戸数が

１１戸から２

３４，０００円 １７，０００円
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５戸までの場

合 

申請住戸数が

２６戸から５

０戸までの場

合 

５６，０００円 ２８，０００円

申請住戸数が

５１戸から１

００戸までの

場合 

１００，０００円 ５０，０００円

申請住戸数が

１０１戸から

２００戸まで

の場合 

１５９，０００円 ７９，５００円

申請住戸数が

２０１戸から

３００戸まで

の場合 

２００，０００円 １００，０００円

申請住戸数が

３０１戸を超

える場合 

２１４，０００円 １０７，０００円

適合証、設計

住宅性能評価

書及びこれに

相当するもの

として市長が

定めるものの

いずれも添付

されない場合 

一戸建ての住宅 ３６，０００円 １８，０００円

一戸建て

の住宅以

外の建築

物の住宅

部分 

申請住戸数が

１戸の場合 

３６，０００円 １８，０００円

申請住戸数が

２戸から５戸

までの場合 

７２，０００円 ３６，０００円

申請住戸数が

６戸から１０

１００，０００円 ５０，０００円

- 62 -



戸までの場合 

申請住戸数が

１１戸から２

５戸までの場

合 

１４１，０００円 ７０，５００円

申請住戸数が

２６戸から５

０戸までの場

合 

２０２，０００円 １０１，０００円

申請住戸数が

５１戸から１

００戸までの

場合 

２８８，０００円 １４４，０００円

申請住戸数が

１０１戸から

２００戸まで

の場合 

３９１，０００円 １９５，５００円

申請住戸数が

２０１戸から

３００戸まで

の場合 

５１３，０００円 ２５６，５００円

申請住戸数が

３０１戸を超

える場合 

６０３，０００円 ３０１，５００円

 一戸建て

の住宅以外

の建築物の

共用部分又

は工場等部

適合証又はこ

れに相当する

ものとして市

長が定めるも

のが添付され

面積が３００平方メート

ル以内 

１２，０００円 ６，０００円

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内 

２１，０００円 １０，５００円
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分 た場合 面積が１，０００平方メ

ートルを超え２，０００

平方メートル以内 

３４，０００円 １７，０００円

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内 

１００，０００円 ５０，０００円

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内 

１５９，０００円 ７９，５００円

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内 

２００，０００円 １００，０００円

面積が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

２５０，０００円 １２５，０００円

適合証及びこ

れに相当する

ものとして市

長が定めるも

ののいずれも

添付されない

場合 

面積が３００平方メート

ル以内 

１１３，０００円 ５６，５００円

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内 

１４３，０００円 ７１，５００円

面積が１，０００平方メ

ートルを超え２，０００

平方メートル以内 

１８５，０００円 ９２，５００円

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内 

２８８，０００円 １４４，０００円

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内 

３７１，０００円 １８５，５００円

面積が１０，０００平方 ４４３，０００円 ２２１，５００円
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メートルを超え２５，０

００平方メートル以内 

面積が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

５１５，０００円 ２５７，５００円

 前２号に

掲げる部分

以外の部分 

適合証又はこ

れに相当する

ものとして市

長が定めるも

のが添付され

た場合 

面積が３００平方メート

ル以内 

１２，０００円 ６，０００円

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内 

２１，０００円 １０，５００円

面積が１，０００平方メ

ートルを超え２，０００

平方メートル以内 

３４，０００円 １７，０００円

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内 

１００，０００円 ５０，０００円

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内 

１５９，０００円 ７９，５００円

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内 

２００，０００円 １００，０００円

面積が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

２５０，０００円 １２５，０００円

適合証及びこ

れに相当する

ものとして市

長が定めるも

ののいずれも

添付されない

面積が３００平方メート

ル以内 

２４９，０００円 １２４，５００円

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内 

３１０，０００円 １５５，０００円

面積が１，０００平方メ ３９６，０００円 １９８，０００円
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場合 ートルを超え２，０００

平方メートル以内 

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内 

５６２，０００円 ２８１，０００円

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内 

６９０，０００円 ３４５，０００円

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内 

８１４，０００円 ４０７，０００円

面積が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

９２７，０００円 ４６３，５００円

別表第８中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第８（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定申請又は通知手数料 

区分 手数料の額 

評価手法等 建築物エネルギー消費性能適合性判定

に係る面積 

判定申請 変更判定申請 

性能向上計画認

定通知書が添付

された場合（建

築物省エネ法第

２９条第３項に

規定する他の建

築物に限る。）

面積が３００平方メートル未満のもの １０，０００円 ５，０００円

面積が３００平方メートル以上１，０

００平方メートル未満のもの 

１７，０００円 ８，５００円

面積が１，０００平方メートル以上２

，０００平方メートル未満のもの 

２６，０００円 １３，０００円

面積が２，０００平方メートル以上５

，０００平方メートル未満のもの 

７８，０００円 ３９，０００円

面積が５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満のもの 

１２３，０００円 ６１，５００円

面積が１０，０００平方メートル以上 １５５，０００円 ７７，５００円

- 66 -



２５，０００平方メートル未満のもの

面積が２５，０００平方メートル以上

のもの 

１９４，０００円 ９７，０００円

性能向

上計画

認定通

知書が

添付さ

れない

場合 

モデル

建物法

により

評価さ

れてい

るもの 

面積が３００平方メートル未満のもの ７７，０００円 ３８，５００円

面積が３００平方メートル以上１，０

００平方メートル未満のもの 

１００，０００円 ５０，０００円

面積が１，０００平方メートル以上２

，０００平方メートル未満のもの 

１２９，０００円 ６４，５００円

面積が２，０００平方メートル以上５

，０００平方メートル未満のもの 

２０９，０００円 １０４，５００円

面積が５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満のもの 

２７３，０００円 １３６，５００円

面積が１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のもの

３２８，０００円 １６４，０００円

面積が２５，０００平方メートル以上

のもの 

３８５，０００円 １９２，５００円

標準入

力法等

により

評価さ

れてい

るもの 

面積が３００平方メートル未満のもの ２０１，０００円 １００，５００円

面積が３００平方メートル以上１，０

００平方メートル未満のもの 

２５６，０００円 １２８，０００円

面積が１，０００平方メートル以上２

，０００平方メートル以内 

３２５，０００円 １６２，５００円

面積が２，０００平方メートル以上５

，０００平方メートル未満のもの 

４６４，０００円 ２３２，０００円

面積が５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満のもの 

５７２，０００円 ２８６，０００円

面積が１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のもの

６７６，０００円 ３３８，０００円

面積が２５，０００平方メートル以上

のもの 

７７１，０００円 ３８５，０００円
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別表第８備考１中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条第１項」を「第

３５条第１項」に、「第３１条第２項」を「第３６条第２項」に改め、同表備考２中「、第１

０条第１号イ 及びロ 」を削り、同表備考３中「標準入力法」及び「主要室入力法」を「標

準入力法等」に、「並びに第１０条第１号イ 及びロ 」を「又は同号ただし書に規定する国

土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法」に改める。 

別表第９中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第９（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能向上計画に関する認定申請又は変更認定申請手数料 

区分 手数料の額 

認定申請 変更認定申請 

住

宅

部

分 

適合証、設計

住宅性能評価

書又はこれに

相当するもの

として市長が

定めるものが

添付された場

合 

戸建住宅及び共同住宅等の住戸 一戸につき 

５，０００円

一戸につき 

２，５００円

共同住宅等全体 面積が３００平

方メートル未満

のもの 

１０，０００円 ５，０００円

面積が３００平

方メートル以上

２，０００平方

メートル未満の

もの 

２０，０００円 １０，０００円

面積が２，００

０平方メートル

以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

４４，０００円 ２２，０００円

面積が５，００

０平方メートル

以上のもの 

７８，０００円 ３９，０００円

適合証、設計 戸建住宅及び共 一戸当たりの面 一戸につき 一戸につき 

- 68 -



住宅性能評価

書及びこれに

相当するもの

として市長が

定めるものの

いずれも添付

されない場合 

同住宅等の住戸 積が２００平方

メートル未満の

もの 

３１，０００円 １５，５００円

一戸当たりの面

積が２００平方

メートル以上の

もの 

一戸につき 

３４，０００円

一戸につき 

１７，０００円

共同住宅等全体 面積が３００平

方メートル未満

のもの 

６１，０００円 ３０，５００円

面積が３００平

方メートル以上

２，０００平方

メートル未満の

もの 

１０２，０００円 ５１，０００円

面積が２，００

０平方メートル

以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

１７４，０００円 ８７，０００円

面積が５，００

０平方メートル

以上のもの 

２４９，０００円 １２４，５００円

非

住

宅

部

分 

適合証又はこれに相当するもの

として市長が定めるものが添付

された場合 

面積が３００平

方メートル未満

のもの 

１０，０００円 ５，０００円

面積が３００平

方メートル以上

１，０００平方

１７，０００円 ８，５００円
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メートル未満の

もの 

面積が１，００

０平方メートル

以上２，０００

平方メートル未

満のもの 

２６，０００円 １３，０００円

面積が２，００

０平方メートル

以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

７８，０００円 ３９，０００円

面積が５，００

０平方メートル

以上１０，００

０平方メートル

未満のもの 

１２３，０００円 ６１，５００円

面積が１０，０

００平方メート

ル以上２５，０

００平方メート

ル未満のもの 

１５５，０００円 ７７，５００円

面積が２５，０

００平方メート

ル以上のもの 

１９４，０００円 ９７，０００円

適合証及びこ

れに相当する

ものとして市

長が定めるも

モデル建物法に

より評価されて

いるもの 

面積が３００平

方メートル未満

のもの 

７７，０００円 ３８，５００円

面積が３００平 １００，０００円 ５０，０００円
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ののいずれも

添付されない

場合 

方メートル以上

１，０００平方

メートル未満の

もの 

面積が１，００

０平方メートル

以上２，０００

平方メートル未

満のもの 

１２９，０００円 ６４，５００円

面積が２，００

０平方メートル

以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

２０９，０００円 １０４，５００円

面積が５，００

０平方メートル

以上１０，００

０平方メートル

未満のもの 

２７３，０００円 １３６，５００円

面積が１０，０

００平方メート

ル以上２５，０

００平方メート

ル未満のもの 

３２８，０００円 １６４，０００円

面積が２５，０

００平方メート

ル以上のもの 

３８５，０００円 １９２，５００円

標準入力法等に

より評価されて

面積が３００平

方メートル未満

２０１，０００円 １００，５００円
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いるもの のもの 

面積が３００平

方メートル以上

１，０００平方

メートル未満の

もの 

２５６，０００円 １２８，０００円

面積が１，００

０平方メートル

以上２，０００

平方メートル未

満のもの 

３２５，０００円 １６２，５００円

面積が２，００

０平方メートル

以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

４６４，０００円 ２３２，０００円

面積が５，００

０平方メートル

以上１０，００

０平方メートル

未満のもの 

５７２，０００円 ２８６，０００円

面積が１０，０

００平方メート

ル以上２５，０

００平方メート

ル未満のもの 

６７６，０００円 ３３８，０００円

面積が２５，０

００平方メート

ル以上のもの 

７７１，０００円 ３８５，５００円

別表第９備考４中「第３０条第１項第１号」を「第３５条第１項第１号」に改め、同表備考
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７中「標準入力法」及び「主要室入力法」を「標準入力法等」に改め、「方法」の次に「又は

同令第１条第１項第１号ただし書及び第１０条第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネ

ルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法」を加え、同表備考１１中「第３０条第

１項」を「第３５条第１項」に改める。 

別表第１０中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１０（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料 

区分 手数料の額 

住

宅

部

分 

適合証、認定通知書、

建設住宅性能評価書又

はこれに相当するもの

として市長が定めるも

のが添付された場合 

一戸建ての住宅 ５，０００円

共同住宅等 面積が３００平方メートル未満

のもの 

１０，０００円

面積が３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満の

もの 

２０，０００円

面積が２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のもの 

４４，０００円

面積が５，０００平方メートル

以上のもの 

７８，０００円

適合証認定

通知書、建

設住宅性能

評価書及び

これに相当

するものと

して市長が

定めるもの

のいずれも

添付されな

性能基準に

より評価す

る方法 

一戸建ての

住宅 

面積が２００平方メートル未満

のもの 

３１，０００円

面積が２００平方メートル以上

のもの 

３４，０００円

共同住宅等 面積が３００平方メートル未満

のもの 

６１，０００円

面積が３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満の

もの 

１０２，０００円

面積が２，０００平方メートル １７４，０００円
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い場合 以上５，０００平方メートル未

満のもの 

面積が５，０００平方メートル

以上のもの 

２４９，０００円

仕様基準に

より評価す

る方法、モ

デル住宅法

又はフロア

入力法 

一戸建ての

住宅 

面積が２００平方メートル未満

のもの 

１６，０００円

面積が２００平方メートル以上

のもの 

１７，０００円

共同住宅等 面積が３００平方メートル未満

のもの 

２９，０００円

面積が３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満の

もの 

５１，０００円

面積が２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のもの 

９１，０００円

面積が５，０００平方メートル

以上のもの 

１３８，０００円

非

住

宅

部

分 

適合証、認定通知書又はこれに相当

するものとして市長が定めるものが

添付された場合 

面積が３００平方メートル未満

のもの 

１０，０００円

面積が３００平方メートル以上

１，０００平方メートル未満の

もの 

１７，０００円

面積が１，０００平方メートル

以上２，０００平方メートル未

満のもの 

２６，０００円

面積が２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のもの 

７８，０００円
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面積が５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル

未満のもの 

１２３，０００円

面積が１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のもの 

１５５，０００円

面積が２５，０００平方メート

ル以上のもの 

１９４，０００円

適合証、

認定通知

書及びこ

れに相当

するもの

として市

長が定め

るものの

いずれも

添付され

ない場合 

モデル建物法により評価

されているもの 

面積が３００平方メートル未満

のもの 

７７，０００円

面積が３００平方メートル以上

１，０００平方メートル未満の

もの 

１００，０００円

面積が１，０００平方メートル

以上２，０００平方メートル未

満のもの 

１２９，０００円

面積が２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のもの 

２０９，０００円

面積が５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル

未満のもの 

２７３，０００円

面積が１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のもの 

３２８，０００円

面積が２５，０００平方メート

ル以上のもの 

３８５，０００円

標準入力法等により評価

されているもの 

面積が３００平方メートル未満

のもの 

２０１，０００円
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面積が３００平方メートル以上

１，０００平方メートル未満の

もの 

２５６，０００円

面積が１，０００平方メートル

以上２，０００平方メートル未

満のもの 

３２５，０００円

面積が２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のもの 

４６４，０００円

面積が５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル

未満のもの 

５７２，０００円

面積が１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のもの 

６７６，０００円

面積が２５，０００平方メート

ル以上のもの 

７７１，０００円

別表第１０備考５ 中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条第１項」を「

第３５条第１項」に改め、同表備考１１中「並びに第１０条第１号イ 及びロ 」を削り、同表

備考１２中「標準入力法」及び「主要室入力法」を「標準入力法等」に改め、「並びに第１０条

第１号イ 及びロ 」を削り、「方法」の次に「又は同号ただし書に規定する国土交通大臣がエ

ネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法」を加える。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

手数料の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１０号 

   天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治 

   天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

天草市病院事業の設置等に関する条例（平成２１年天草市条例第８５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第１項の表天草市立牛深市民病院の項中「１０５床」を「８５床」に、「４３床」を

「３３床」に改め、同表天草市立栖本病院の項中「４６床」を「２０床」に改め、同表国民健

康保険天草市立新和病院の項中「４０床」を「３０床」に改め、同表国民健康保険天草市立河

浦病院の項中「３９床」を「２６床」に、「６０床」を「４０床」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 市立病院の病床数を変更するため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１１号 

   工事請負契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 契 約 の目的  本渡学校給食センター建築工事 

２ 工 事 場 所  天草市東町 地内 

３ 契 約 の方法  条件付一般競争入札 

４ 契 約 の金額  ７７５，５００，０００ 円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市南新町３番地１ 

          名 称  吉永・有江・昭和特定建設工事共同企業体 

          代表者  株式会社吉永産業天草支店 支店長 吉永 禮子 

（提案理由） 

 予定価格が１億５千万円以上の工事の請負契約を締結するには、天草市議会の議決に付すべ

き契約に関する条例（平成１８年天草市条例第５９号）第２条の規定により、議会の議決を経

る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１２号 

   工事請負契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 契 約 の目的  本渡学校給食センター電気設備工事 

２ 工 事 場 所  天草市東町 地内 

３ 契 約 の方法  条件付一般競争入札 

４ 契 約 の金額  ２２０，０００，０００ 円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市志柿町６６２６番地２ 

          名 称  西邦電気工事株式会社天草営業所 

          代表者  所長 岩﨑 昌昭 

（提案理由） 

 予定価格が１億５千万円以上の工事の請負契約を締結するには、天草市議会の議決に付すべ

き契約に関する条例（平成１８年天草市条例第５９号）第２条の規定により、議会の議決を経

る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１３号 

   工事請負契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 契 約 の目的  本渡学校給食センター機械設備工事 

２ 工 事 場 所  天草市東町 地内 

３ 契 約 の方法  条件付一般競争入札 

４ 契 約 の金額  ５６５，４００，０００ 円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市亀場町亀川１５３８番地８ 

          名 称  九電工・三和特定建設工事共同企業体 

          代表者  株式会社九電工天草営業所 所長 森 祐司 

（提案理由） 

 予定価格が１億５千万円以上の工事の請負契約を締結するには、天草市議会の議決に付すべ

き契約に関する条例（平成１８年天草市条例第５９号）第２条の規定により、議会の議決を経

る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

- 80 -



議第１４号 

新市建設計画の変更について 

 新市建設計画を別冊のとおり変更するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

（提案理由） 

新市建設計画を変更するには、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有するとされる同法第５条第７項の規定により、

議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本渡南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市港町１３番５号 

本渡南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。
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議第１６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本渡北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市今釜町１０番４３号 

本渡北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

亀場地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市亀場町亀川１６９８番地 

亀場地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

枦宇土地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市枦宇土町１７１１番地 

枦宇土地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

志柿地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市志柿町３３９０番地１０ 

志柿地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

志柿町瀬戸地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市志柿町３３９０番地１０ 

志柿地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市下浦町１２８２番地 

下浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

楠浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市楠浦町２３６６番地 

楠浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本町地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市本町本８３２番地 

本町地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

佐伊津地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市佐伊津町２２５８番地 

佐伊津地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮地岳地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市宮地岳町５６１６番地２ 

宮地岳地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

牛深地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市牛深町１２２番地２ 

牛深地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

久玉地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市久玉町１４１２番地１２ 

久玉地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

魚貫地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市魚貫町５５３６番地１ 

魚貫地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

深海地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市深海町１８４２番地４２ 

深海地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

二浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市二浦町亀浦１０３５番地１１ 

二浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

楠甫地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町楠甫４６２９番地７ 

楠甫地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町大浦１７２３番地１ 

大浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

須子地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町須子２０８２番地３ 

須子地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

赤崎地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町赤崎１８０１番地１ 

赤崎地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

上津浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町上津浦３７０６番地４ 

上津浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下津浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町下津浦２５０４番地 

下津浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

島子地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町大島子２５５０番地１ 

島子地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦４３１０番地５ 

御所浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦６１９６番地２ 

御所浦南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

牧島地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町牧島６２５番地７ 

牧島地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町横浦３８３番地６ 

御所浦北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

嵐口地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦２８９５番地１４ 

嵐口地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町浦３０８９番地１ 

浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

棚底地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町棚底１７８６番地４ 

棚底地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町宮田１３２７番地１ 

宮田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

- 112 -



議第４６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

栖本地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市栖本町河内４４１４番地１ 

栖本地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

小宮地地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町小宮地６６９番地１ 

小宮地地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町小宮地１０８２１番地１ 

宮南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大宮地地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町大宮地４２７５番地１ 

大宮地地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大多尾地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町大多尾２８５２番地１ 

大多尾地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

中田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町中田２２７０番地５ 

中田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

碇石地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町碇石９５９番地１ 

碇石地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御領地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町御領１２１５３番地 

御領まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大島地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町御領１２１５３番地 

御領まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

鬼池地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町鬼池１１８４番地 

鬼池まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

二江地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町二江３０６６番地 

二江まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

手野地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町手野一丁目３７６８番地３ 

手野まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

城河原地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町城河原一丁目１７番地１ 

城河原地域づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

福連木地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町福連木３６４５番地２ 

福連木里づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下田北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町下田北５３４番地１ 

下田北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下田南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町下田南３０４０番地１ 

下田南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

高浜地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町高浜南５０１番地１ 

高浜地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大江地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町大江７４８０番地５ 

大江地域づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

新合地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町新合２００８番地４ 

新合地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

一町田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町河浦５２２３番地 

一町田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

富津地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町﨑津１１１７番地２ 

富津地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の規

定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮野河内地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町宮野河内３３７番地６ 

宮野河内地区振興会 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６８号 

   指定管理者の指定について 

 天草市総合交流ターミナル施設ユメール条例（平成１８年天草市条例第２１８号）第１５条

第１項の規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市総合交流ターミナル施設ユメール 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市五和町二江５４７番地 

株式会社プラスファイブ 

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６９号 

   指定管理者の指定について 

 天草市イルカセンター条例（平成３０年天草市条例第３８号）第８条第１項の規定に基づく

指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市イルカセンター 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市港町１０番１９号 

天草漁業協同組合 

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７０号 

市道路線の廃止について 

 市道の路線を次のように廃止するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

路線番号 路 線 名 起  点 終  点 
総延長

ｍ 

道路敷 

幅員ｍ 

１４４７ スウチ坊線 

天草市天草町福連木

字スウチ坊２３０４

番１地先 

天草市天草町福連木

字スウチ坊２２９９

番４地先 

121.7 
5.4～

8.0 

 （提案理由） 

 市道の路線を廃止するには、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０

条第３項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７１号 

財産の取得について 

 次のとおり動産を取得するものとする。 

  令和３年３月５日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 取 得 の目的  本渡学校給食センター厨房機器整備に伴うもの 

２ 品 名 等  厨房機器一式 

３ 契 約 の方法  随意契約 

４ 取 得 金 額  ３５２，０００，０００ 円 

５ 契約の相手方  住 所  熊本市東区錦ケ丘９－２６ 

          名 称  株式会社 中西製作所 熊本営業所 

          代表者  所長 福田 広 

（提案理由） 

予定価格が２千万円以上の動産の買入れをするには、天草市財産条例（平成１８年天草市条

例第６０号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７２号 

令和２年度天草市一般会計補正予算（第１８号） 

令和２年度天草市の一般会計補正予算（第１８号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,409,593 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 69,968,640 千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
3
9
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

7 地方消費税交付金 1,843,000 △ 95,400 1,747,600

1 地方消費税交付金 1,843,000 △ 95,400 1,747,600

13 分担金及び負担金 303,191 1,908 305,099

2 負担金 252,123 1,908 254,031

15 国庫支出金 18,017,465 637,119 18,654,584

1 国庫負担金 6,038,087 54,933 6,093,020

2 国庫補助金 11,964,635 582,186 12,546,821

16 県支出金 4,545,410 195,700 4,741,110

1 県負担金 2,636,942 27,466 2,664,408

2 県補助金 1,739,086 168,234 1,907,320

18 寄附金 1,602,000 10,000 1,612,000

1 寄附金 1,602,000 10,000 1,612,000

19 繰入金 2,344,196 296,163 2,640,359

2 基金繰入金 2,344,196 296,163 2,640,359

21 諸収入 805,174 14,403 819,577

5 雑入 613,848 14,403 628,251

22 市債 6,229,500 349,700 6,579,200

1 市債 6,229,500 349,700 6,579,200

32,869,111 32,869,111

68,559,047 1,409,593 69,968,640

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

-
 
1
4
0
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 10,939,725 439,135 11,378,860

1 総務管理費 10,190,212 439,135 10,629,347

3 民生費 25,636,188 145,043 25,781,231

1 社会福祉費 12,768,002 116,731 12,884,733

3 児童福祉費 6,676,846 7,452 6,684,298

4 生活保護費 1,528,581 20,560 1,549,141

5 災害救助費 227,325 300 227,625

4 衛生費 6,334,349 1,366 6,335,715

1 保健衛生費 1,033,298 1,366 1,034,664

5 農林水産業費 2,568,513 232,617 2,801,130

1 農業費 1,513,778 211,814 1,725,592

2 林業費 364,550 10,803 375,353

3 水産業費 690,185 10,000 700,185

6 商工費 2,542,422 19,409 2,561,831

1 商工費 2,542,422 19,409 2,561,831

7 土木費 4,414,432 545,623 4,960,055

2 道路橋梁費 1,393,366 181,500 1,574,866

3 河川費 278,346 7,750 286,096

4 港湾費 185,903 2,950 188,853

5 都市計画費 2,080,895 353,423 2,434,318

9 教育費 4,691,505 26,400 4,717,905

2 小学校費 339,724 15,200 354,924

3 中学校費 282,734 11,200 293,934

11,431,913 11,431,913

68,559,047 1,409,593 69,968,640

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
1
4
1
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

　２　総務費 　１　総務管理費 ふるさと応援寄附金推進事業 161,000

支所要望対応事業（御所浦支所） 5,000

　４　衛生費 　２　環境費 災害廃棄物処理事業 18,928

　５　農林水産業費 　１　農業費 強い農業・担い手づくり総合支援事業（被災農業者支援型） 22,417

養豚農場野生動物侵入防護柵等整備緊急支援事業 10,879

園芸施設整備支援事業 3,510

産地生産基盤パワーアップ事業 211,814

　２　林業費 単県治山事業 6,289

　３　水産業費 水産基盤整備事業 49,000

　６　商工費 　１　商工費 ６次産業化推進事業 50,000

観光客誘客促進事業 36,004

　７　土木費 　１　土木管理費 民間建築物耐震改修促進事業 1,000

　２　道路橋梁費 交通安全施設整備事業 8,360

市道維持補修事業 2,500

市道改良（単独）事業 35,000

　３　河川費 単独河川整備事業 27,000

　５　都市計画費 都市公園整備単独事業 21,940

　８　消防費 　１　消防費 消防施設整備事業 16,194

款 項 事　　　業　　　名 金　額

-
 
1
4
2
 
-



１　追　加 （単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　額

　９　教育費 　２　小学校費 義務教育支援体制整備事業（小学校） 15,200

　３　中学校費 義務教育支援体制整備事業（中学校） 11,200

　10　災害復旧費 現年発生単独災害復旧事業（普通財産） 2,000

２　変　更 （単位：千円）

金額 金額

　５　土木費 　１　農業費 30,000 65,836

　７　土木費 　２　道路橋梁費 29,105 271,627

　５　都市計画費 29,008 37,608

519,000 1,030,193

148,000 456,689

6,448 39,148
公園施設長寿命化対策支援
事業

補正前に同じ

都市計画道路太田町水の平
線整備事業

補正前に同じ

農業水路等長寿命化・防災
減災事業

景観からの島づくり事業 補正前に同じ

熊本天草幹線道路連絡街路
整備事業

補正前に同じ

補正前に同じ

市道改良（交付金）事業 補正前に同じ

款 項
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

事　　　業　　　名 事　　　業　　　名

　４　その他公共施設災害復旧
　　　費

-
 
1
4
3
 
-



第３表　地方債補正

１　追　加 （単位：千円）

農業共同利用施設整備事業
証書借入
又は
証券発行

減収補填債 〃

２　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

漁港施設整備事業 210,100
証書借入
又は
証券発行

　５．０％以
内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合にはその債権者と
協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換
えすることができ
る。

215,100
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

道路橋梁設整備事業 565,500 〃 〃 〃 637,300 〃 〃 〃

河川整備事業 101,900 〃 〃 〃 109,600 〃 〃 〃

95,400 〃 〃

起債の目的
補 正 前 補 正 後

46,900

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換えすることがで
きる。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

-
 
1
4
4
 
-



２　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
起債の目的

補 正 前 補 正 後

港湾改修事業 126,700 〃 〃 〃 129,500 〃 〃 〃

街路整備事業 687,200 〃 〃 〃 785,700 〃 〃 〃

公園整備事業 49,700 〃 〃 〃 63,200 〃 〃 〃

景観整備事業 33,700 〃 〃 〃 41,800 〃 〃 〃

-
 
1
4
5
 
-



議第７３号 

令和２年度天草市病院事業会計補正予算（第４号） 

（総則） 

第１条 令和２年度天草市の病院事業会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和２年度天草市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（科  目）           （既決予定量）          （補正予定量）               （計） 

（２）延患者数            230,948 人           △ 35,919 人              195,029 人 

入院患者数 一般病床       60,225 人           △ 12,045 人               48,180 人 

         療養病床          28,835 人            △ 4,380 人               24,455 人 

         結核病床       1,825 人           △ 1,095 人                  730 人 

外来患者数 一般外来      133,901 人           △ 17,580 人              116,321 人 

         介護サービス      6,162 人            △ 819 人                5,343 人 

（３）一日平均患者数           727 人            △ 111 人                616 人 

入院患者数 一般病床        165 人             △ 33 人                 132 人 

         療養病床         79 人             △ 12 人                  67 人 

         結核病床           5 人               △ 3 人                    2 人 

-
 
1
4
6
 
-



外来患者数 一般外来        457 人             △ 60 人                397 人 

         介護サービス       21 人              △ 3 人                 18 人 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目）           （既決予定額）          （補正予定額）               （計） 

収  入 

第１款 病院事業収益        4,145,425 千円            610,386 千円           4,755,811 千円 

第１項 医業収益         3,269,698 千円           △ 472,506 千円           2,797,192 千円 

第２項 医業外収益         875,715 千円           1,082,892 千円           1,958,607 千円 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
4
7
 
-



議第７４号 

令和３年度天草市一般会計予算 

令和３年度天草市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５０，９７９，４８０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
4
8
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 市税 7,081,461

1 市民税 2,791,888

2 固定資産税 3,191,488

3 軽自動車税 281,193

4 市たばこ税 500,000

6 入湯税 25,000

7 都市計画税 291,892

2 地方譲与税 529,000

1 地方揮発油譲与税 122,000

2 自動車重量譲与税 342,000

3 森林環境譲与税 64,000

4 航空機燃料譲与税 1,000

3 利子割交付金 4,000

1 利子割交付金 4,000

4 配当割交付金 12,000

1 配当割交付金 12,000

5 株式等譲渡所得割交付金 14,000

1 株式等譲渡所得割交付金 14,000

6 法人事業税交付金 20,000

1 法人事業税交付金 20,000

7 地方消費税交付金 1,725,000

1 地方消費税交付金 1,725,000

-
 
1
4
9
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

8 ゴルフ場利用税交付金 7,000

1 ゴルフ場利用税交付金 7,000

9 環境性能割交付金 19,000

1 環境性能割交付金 19,000

10 地方特例交付金 146,093

1 地方特例交付金 35,000

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補
填特別交付金

111,093

11 地方交付税 21,259,000

1 地方交付税 21,259,000

12 交通安全対策特別交付金 6,000

1 交通安全対策特別交付金 6,000

13 分担金及び負担金 291,750

1 分担金 54,906

2 負担金 236,844

14 使用料及び手数料 642,130

1 使用料 459,952

2 手数料 182,178

15 国庫支出金 6,943,919

1 国庫負担金 5,710,909

2 国庫補助金 1,218,104

3 国庫委託金 14,906

-
 
1
5
0
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

16 県支出金 4,097,446

1 県負担金 2,520,805

2 県補助金 1,379,855

3 県委託金 196,786

17 財産収入 91,883

1 財産運用収入 81,429

2 財産売払収入 10,454

18 寄附金 1,600,000

1 寄附金 1,600,000

19 繰入金 2,005,978

2 基金繰入金 2,005,978

20 繰越金 1

1 繰越金 1

21 諸収入 603,619

1 延滞金、加算金及び過料 3,123

2 市預金利子 53

3 貸付金元利収入 384

4 受託事業収入 3,650

5 雑入 596,409

22 市債 3,880,200

1 市債 3,880,200

50,979,480歳 入 合 計

-
 
1
5
1
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 議会費 272,181

1 議会費 272,181

2 総務費 7,976,546

1 総務管理費 7,231,862

2 徴税費 309,005

3 地籍調査費 47,763

4 戸籍住民基本台帳費 165,616

5 選挙費 152,418

6 統計調査費 26,972

7 監査委員費 42,910

3 民生費 17,274,526

1 社会福祉費 4,970,119

2 高齢者福祉費 4,593,292

3 児童福祉費 6,198,889

4 生活保護費 1,509,626

5 災害救助費 2,600

4 衛生費 6,423,340

1 保健衛生費 1,349,868

2 環境費 3,183,436

3 斎場費 160,659

4 水道費 578,625

5 病院費 1,040,143

6 看護専門学校費 110,609

-
 
1
5
2
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

5 農林水産業費 2,188,591

1 農業費 1,368,889

2 林業費 265,484

3 水産業費 554,218

6 商工費 1,229,445

1 商工費 1,229,445

7 土木費 2,874,388

1 土木管理費 175,292

2 道路橋梁費 945,094

3 河川費 174,854

4 港湾費 90,572

5 都市計画費 1,201,078

7 住宅費 287,498

8 消防費 2,079,098

1 消防費 2,079,098

9 教育費 3,477,953

1 教育総務費 1,070,361

2 小学校費 284,742

3 中学校費 252,288

4 幼稚園費 121,538

6 学校給食費 1,151,307

7 社会教育費 597,717

-
 
1
5
3
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

10 災害復旧費 49,347

1 農林水産施設災害復旧費 12,137

2 公共土木施設災害復旧費 37,210

11 公債費 7,104,065

1 公債費 7,104,065

13 予備費 30,000

1 予備費 30,000

50,979,480歳 出 合 計

-
 
1
5
4
 
-



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

固定資産標準地鑑定業務委託料 令和4年度～令和5年度 60,995

令和3年度農業経営安定資金利子等補給（新型コロナウイルス対策事業） 令和4年度～令和13年度 7,331

令和3年度農業制度資金利子補給 令和4年度～令和12年度 84

令和3年度漁業経営安定資金利子等補給（新型コロナウイルス対策事業） 令和4年度～令和13年度 8,441

令和3年度商工業設備投資資金利子補給事業 令和4年度～令和6年度 5,700

令和3年度中小企業・小規模事業者緊急支援資金利子補給 令和4年度～令和6年度 17,599

熊本天草幹線道路連絡街路整備事業 令和4年度 718,900

本渡学校給食センター建設事業（備品購入費等） 令和4年度 83,288

-
 
1
5
5
 
-



第３表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

公共交通対策事業 244,300

コミュニティセンター整備事業 29,900

体育施設整備事業 11,600

普通財産施設整備事業 21,700

共聴施設整備事業 2,200

クリーンセンター整備事業 248,200

環境対策事業 10,000

小規模水道施設整備事業 10,000

農業農村整備事業 151,800

林道整備事業 33,500

農林業施設整備事業 13,000

漁港施設整備事業 146,600

観光施設整備事業 23,800

住宅改修事業 90,000

道路橋梁整備事業 221,000

河川整備事業 47,100

港湾改修事業 51,700

街路整備事業 370,300

公園整備事業 5,200

消防防災施設整備事業 253,000

小学校施設整備事業 44,100

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
5
6
 
-



（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

中学校施設整備事業 53,400

共同調理場施設整備事業 293,400

文化施設整備事業 4,000

臨時財政対策債 1,500,400

計 3,880,200

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
5
7
 
-



議第７５号 

令和３年度天草市国民健康保険特別会計予算 

令和３年度天草市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２，２３０，１４７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
5
8
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 国民健康保険税 1,575,981

1 国民健康保険税 1,575,981

2 使用料及び手数料 1,200

1 手数料 1,200

5 県支出金 9,572,005

1 県負担金・補助金 9,572,005

6 財産収入 372

1 財産運用収入 372

7 繰入金 1,066,127

1 一般会計繰入金 1,042,282

2 基金繰入金 23,845

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 14,461

1 延滞金、加算金及び過料 4,100

2 預金利子 6

3 雑入 10,355

12,230,147歳 入 合 計

-
 
1
5
9
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 189,677

1 総務管理費 170,932

2 徴税費 8,428

3 運営協議会費 558

4 国民健康保険特別対策事業費 9,759

2 保険給付費 9,180,334

1 療養諸費 7,935,334

2 高額療養費 1,220,000

3 移送費 300

4 出産育児諸費 21,000

5 葬祭諸費 3,600

6 傷病手当金 100

3 国民健康保険事業費納付金 2,691,606

1 医療給付費分 1,941,531

2 後期高齢者支援金等分 554,762

3 介護納付金分 195,313

4 共同事業拠出金 5

1 共同事業拠出金 5

6 保健事業費 138,152

1 保健事業費 11,344

2 特定健康診査等事業費 101,653

3 総合保健施設事業費 25,155

-
 
1
6
0
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

7 基金積立金 372

1 基金積立金 372

9 諸支出金 10,001

1 償還金及び還付加算金 10,001

10 予備費 20,000

1 予備費 20,000

12,230,147歳 出 合 計

-
 
1
6
1
 
-



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

市町村国保事務処理標準システム共同利用クラウド導入負担金 令和4年度 11,155

市町村国保事務処理標準システム導入対応自庁システム改修等委託料 令和4年度 12,705

-
 
1
6
2
 
-



議第７６号 

令和３年度天草市介護保険特別会計予算 

令和３年度天草市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １１，８７３，５７０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
6
3
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 保険料 1,794,070

1 介護保険料 1,794,070

2 使用料及び手数料 200

1 手数料 200

3 国庫支出金 3,310,997

1 国庫負担金 1,968,354

2 国庫補助金 1,342,643

4 支払基金交付金 3,059,529

1 支払基金交付金 3,059,529

5 県支出金 1,692,621

1 県負担金 1,603,395

2 県補助金 89,226

6 財産収入 229

1 財産運用収入 229

7 繰入金 2,015,452

1 一般会計繰入金 1,903,452

2 基金繰入金 112,000

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 471

1 延滞金、加算金及び過料 120

2 預金利子 1

3 雑入 350

11,873,570歳 入 合 計

-
 
1
6
4
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 251,787

1 総務管理費 148,529

2 徴収費 4,731

3 介護認定審査会費 97,689

4 趣旨普及費 424

5 計画策定委員会費 414

2 保険給付費 10,990,000

1 介護サービス等諸費 9,878,600

2 介護予防サービス等諸費 334,100

3 その他諸費 10,000

4 高額介護サービス等費 264,000

5 高額医療合算介護サービス等費 42,000

6 特定入所者介護サービス等費 461,300

5 地域支援事業費 583,300

1 介護予防・日常生活支援総合事業費 341,591

2 包括的支援事業・任意事業費 241,709

6 基金積立金 229

1 基金積立金 229

7 公債費 500

1 公債費 500

8 諸支出金 3,001

1 償還金及び還付加算金 3,001

9 予備費 44,753

1 予備費 44,753

11,873,570歳 出 合 計

-
 
1
6
5
 
-



議第７７号 

令和３年度天草市後期高齢者医療特別会計予算 

令和３年度天草市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，３５０，８０５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
6
6
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 後期高齢者医療保険料 833,901

1 後期高齢者医療保険料 833,901

2 使用料及び手数料 133

1 手数料 133

4 繰入金 472,600

1 一般会計繰入金 472,600

5 繰越金 1

1 繰越金 1

6 諸収入 44,170

1 延滞金、加算金及び過料 48

2 預金利子 1

3 償還金及び還付加算金 1,000

4 雑入 43,121

1,350,805歳 入 合 計

-
 
1
6
7
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 36,159

1 総務管理費 34,296

2 徴収費 1,863

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,277,800

1 熊本県後期高齢者医療広域連合納付金 1,277,800

3 保健事業費 35,346

1 保健事業費 35,346

4 諸支出金 1,000

1 償還金及び還付加算金 1,000

5 予備費 500

1 予備費 500

1,350,805歳 出 合 計

-
 
1
6
8
 
-



議第７８号 

令和３年度天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計予算 

令和３年度天草市の浄化槽市町村整備推進事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２２，３３２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００千円と定

める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
6
9
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

2 使用料及び手数料 60,508

1 使用料 60,508

6 繰入金 61,823

1 一般会計繰入金 61,823

7 繰越金 1

1 繰越金 1

122,332

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 浄化槽市町村整備推進事業費 102,384

1 浄化槽市町村整備推進事業費 102,384

3 公債費 18,948

1 公債費 18,948

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

122,332

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
7
0
 
-



議第７９号 

令和３年度天草市国民健康保険診療施設特別会計予算 

令和３年度天草市の国民健康保険診療施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ６７３，５２８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
7
1
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 診療収入 81,708

1 診療収入 81,708

2 使用料及び手数料 770

1 手数料 770

4 財産収入 6

1 財産運用収入 5

2 財産売払収入 1

5 繰入金 106,994

1 一般会計繰入金 106,994

6 繰越金 1

1 繰越金 1

7 諸収入 10,849

1 諸収入 10,849

8 市債 473,200

1 市債 473,200

673,528歳 入 合 計

-
 
1
7
2
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務管理費 629,681

1 総務管理費 629,681

2 医業費 36,357

1 医業費 36,357

3 基金積立金 1

1 基金積立金 1

4 公債費 6,889

1 公債費 6,889

5 予備費 600

1 予備費 600

673,528歳 出 合 計

-
 
1
7
3
 
-



第２表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

国民健康保険診療施設整備事業 473,200

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
7
4
 
-



議第８０号 

令和３年度天草市歯科診療所特別会計予算 

令和３年度天草市の歯科診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５４，１４７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と

定める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
7
5
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 歯科診療収入 23,124

1 歯科診療収入 23,124

2 財産収入 172

1 財産運用収入 171

2 財産売払収入 1

3 繰入金 29,617

1 一般会計繰入金 29,617

4 繰越金 1

1 繰越金 1

5 諸収入 1,233

1 諸収入 1,233

54,147歳 入 合 計

-
 
1
7
6
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務管理費 41,744

1 総務管理費 41,670

2 研究研修費 74

2 歯科医業費 12,003

1 歯科医業費 12,003

3 予備費 400

1 予備費 400

54,147歳 出 合 計

-
 
1
7
7
 
-



議第８１号 

令和３年度天草市斎場事業特別会計予算 

令和３年度天草市の斎場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １８７，２７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
7
8
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 使用料及び手数料 8,490

1 使用料 8,490

2 財産収入 22

1 財産運用収入 22

3 繰入金 160,659

1 繰入金 160,659

4 繰越金 1

1 繰越金 1

5 諸収入 1

2 雑入 1

6 市債 18,100

1 市債 18,100

187,273歳 入 合 計

-
 
1
7
9
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 斎場事業費 108,854

1 斎場事業費 108,854

2 公債費 76,419

1 公債費 76,419

3 予備費 2,000

1 予備費 2,000

187,273歳 出 合 計

-
 
1
8
0
 
-



第２表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

斎場整備事業 18,100

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
8
1
 
-



議第８２号 

令和３年度天草市一町田財産区特別会計予算 

令和３年度天草市の一町田財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １３，１６０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和３年３月５日提出 

          天草市一町田財産区管理者   

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
8
2
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 79

1 財産運用収入 77

2 財産売払収入 2

2 繰越金 13,079

1 繰越金 13,079

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

13,160

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 1,261

1 総務管理費 1,261

2 予備費 11,899

1 予備費 11,899

13,160

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
8
3
 
-



議第８３号 

令和３年度天草市新合財産区特別会計予算 

令和３年度天草市の新合財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，２８５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和３年３月５日提出 

天草市新合財産区管理者  

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
8
4
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 2

1 財産売払収入 2

2 繰越金 1,281

1 繰越金 1,281

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

1,285

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 333

1 総務管理費 333

2 予備費 952

1 予備費 952

1,285

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
8
5
 
-



議第８４号 

令和３年度天草市病院事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和３年度天草市の病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）病床数                                            258 床 

一般病床                                          165 床 

療養病床                                           73 床 

結核病床                                           20 床 

  （２）延患者数                                         215,091 人 

入院患者数  一般病床                                                             54,750 人 

療養病床                                                             25,550 人 

結核病床                                  2,190 人 

外来患者数  一般外来                                 126,576 人 

介護サービス                   6,025 人 

  （３）一日平均患者数                                        679 人 

入院患者数  一般病床                                                                150 人 

-
 
1
8
6
 
-



療養病床                                                                 70 人 

結核病床                                    6 人 

   外来患者数  一般外来                                                                   432  人 

介護サービス               21 人 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 病院事業収益            4,038,372 千円 

  第１項 医業収益            3,320,073 千円 

  第２項 医業外収益             718,287 千円 

  第３項 特別利益                12 千円 

支    出 

 第１款 病院事業費用             4,035,082 千円 

第１項 医業費用            3,965,978 千円 

第２項 医業外費用               68,296 千円 

第３項 特別損失                8 千円 

第４項 予備費             800 千円 

-
 
1
8
7
 
-



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 300,118 千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 873 千円、 過年度分損益勘定留保資金 299,245 千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入              251,144 千円 

  第１項 企業債                 71,900 千円 

  第２項 他会計負担金             144,301 千円 

  第３項 県補助金                34,943 千円 

支    出 

 第１款 資本的支出              551,262 千円 

  第１項 建設改良費              192,071 千円 

  第２項 企業債償還金             359,191 千円 

（企業債） 

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

-
 
1
8
8
 
-



起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

病院施設整備事業 71,900 千円

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

 政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者と協定す

るものによる。ただし、市財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還もしくは低利に借換えすることができる。

（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）収益的支出における医業費用・医業外費用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                      2,705,906 千円 

（２）交 際 費                                        513 千円 

-
 
1
8
9
 
-



（他会計からの補助金） 

第９条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

病院事業収益 医業外収益 61,689 千円 研究研修費、児童手当等に要する経費等の一部を補助するため（一

般会計） 

（たな卸資産購入限度額） 

第 10 条  たな卸資産の購入限度額は、379,734 千円と定める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
9
0
 
-



議第８５号 

令和３年度天草市水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和３年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）給水戸数            31,412 戸 

  （２）年間総給水量                  8,115,000  

  （３）一日平均給水量           22,232  

  （４）主要な建設改良事業 

ア 管路整備事業          485,738 千円 

イ 施設整備事業           40,919 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 事業収益             2,432,787 千円 

  第１項 営業収益                1,880,115 千円 

  第２項 営業外収益           552,662 千円 

  第３項 特別利益                10 千円 

-
 
1
9
1
 
-



支    出 

 第１款 事業費                2,351,696 千円 

第１項 営業費用                2,179,288 千円 

第２項 営業外費用           171,568 千円 

第３項 特別損失               640 千円 

第４項 予備費               200 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，４５４，３０８千円は

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６９，４９８千円及び過年度分損益勘定留保資金１，３８４，８１０千円で補てんする

ものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入           235,628 千円 

  第１項 出資金           221,278 千円 

  第２項 工事負担金            14,350 千円 

支    出 

 第１款 資本的支出                1,689,936 千円 

  第１項 建設改良費           804,618 千円 

  第２項 企業債償還金          880,337 千円 

  第３項 返還金             4,981 千円 

-
 
1
9
2
 
-



 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

（仮称）第二天草瀬戸大橋配水管添架工事 令和 4 年度 23,650 千円 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                          166,151 千円 

（他会計からの補助金） 

第８条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 営業外収益 347,347 千円 水道事業会計の経営基盤確立のため。 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

令和３年３月５日提出 

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
9
3
 
-



議第８６号 

令和３年度天草市下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和３年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）処理戸数                                            12,865 戸 

 （２）年間総処理水量                                       4,009,800  

 （３）一日平均処理水量                                        10,986  

 （４）主要な建設改良事業 

ア 管渠建設改良事業                                       70,514 千円 

イ ポンプ場建設改良事業                                    295,909 千円 

ウ 処理場建設改良事業                                     295,339 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

-
 
1
9
4
 
-



収    入 

第１款 事業収益                                         1,884,373 千円 

第１項 営業収益                                         836,540 千円 

第２項 営業外収益                                       1,047,833 千円 

支    出 

 第１款 事業費                                          1,836,528 千円 

  第１項 営業費用                                        1,737,336 千円 

  第２項 営業外費用                                        97,588 千円 

  第３項 特別損失                                           604 千円 

  第４項 予備費                                           1,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６４０，５７７千円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２３，３４３千円、 過年度分損益勘定留保資金２８８，０５７千円、 当年度分損益勘定

留保資金３２９，１７７千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入                                        685,530 千円 

第１項 企業債                                         303,000 千円 

第２項 補助金                                         371,091 千円 

  第３項 受益者負担金及び分担金                                  11,439 千円 

-
 
1
9
5
 
-



支    出 

第１款 資本的支出                                       1,326,107 千円 

  第１項 建設改良費                                       662,539 千円 

  第２項 企業債償還金                                      663,568 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子補給

（令和３年度） 

令和４年度～令和８年度 551 千円

年度別内訳 

     令和４年度 

     令和５年度 

     令和６年度 

     令和７年度 

     令和８年度 

196 千円

152 千円

111 千円

68 千円

24 千円

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失補償
金融機関が補償の履行日とし

て指定する期間 

天草市水洗便所等改造資金の利子補

給等規程に基づき改造工事を行う者

に対し、金融機関が１箇所（世帯）

につき 700 千円以内で貸付けた融資

総額の 50％を限度に損失補償 

-
 
1
9
6
 
-



事   項 期   間 限 度 額 

今釜新町ポンプ場雨水ポンプ設備改築工事 令和４年度 75,000 千円

本渡浄化センター沈砂洗浄設備改築工事 令和４年度 95,000 千円

本渡浄化センター汚泥処理系脱臭設備改築工事 令和４年度 194,000 千円

瀬戸雨水ポンプ場ポンプ設備改築工事 令和４年度 139,000 千円

（企業債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良事業 303,000 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利

率） 

 政府資金についてはその融資条件に

より、銀行その他の場合にはその債権者

と協定するものによる。ただし、市財政

の都合により据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借

換えすることができる。 

 （一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

-
 
1
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-



（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                            97,044 千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 

資本的収入 

営業外収益 

補助金 

540,596 千円 

103,091 千円 
 下水道事業会計の経営基盤確立のため。 

令和３年３月５日提出  

天草市長 馬 場 昭 治   

-
 
1
9
8
 
-




